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小児慢性特定疾病等の病気の子どもが、

教育を受けることができる学校・学級



通常の学級に在籍する障害のある児童生徒への
支援の在り方に関する検討会議報告

【文部科学省】 令和5年3月13日

弱視、難聴、肢体不自由、病弱・身体虚弱については、通級による指導の対象である

障害種となっているものの、その指導を受けている児童生徒数が少なく、これらを

対象障害種とする通級による指導を実施していない自治体があることや、障害種に

ついて専門性のある指導主事や、その障害の状態等に応じた自立活動の指導ができる

教師が不足していることなど、当該障害のある児童生徒が十分な支援を受けられずに

取り残されてしまっている現状がある。障害の種類によって対応に差異が生じること

のないよう、特別支援学校のセンター的機能の発揮により、小中学校の教師・保護者

・児童生徒への支援等に係る機能の一層の充実を図ることが強く求められる。



分担研究（就学・学習）
目 的
小児慢性特定疾病児童等の就学や教育支援の現状を

調査によって把握するとともに、

「情報共有シート（就学）」の普及と

さらなる改善につなげるための課題分析を行うこと、

学習支援におけるICT活用による遠隔教育の推進と

自立支援事業との連携のあり方について

検討を行うことを目的とする。



背 景
必須事業として相談事業が位置づけられており、

自立支援員等が、小慢児童等の保護者、本人や児童等を
受け入れる学校等からの相談対応を行うとともに、
疾病について理解促進のための情報提供と理解啓発を
行うこととなっている。

また、努力義務事業として、「学習支援」などの
慢性疾患のある子どもの自立に欠くことのできない
教育支援に関する調整をしたり、実際に行ったりことが
求められている。



令和３年度から５年度の先行研究において、
自立支援員等が、相談対応する際に、教育支援に関する
情報共有や整理・検討を行う際に用いるための
「情報共有シート（就学）」を作成した。

この「情報共有シート」は、小慢児童等の実態、
本人・保護者のニーズを学校教育の視点から把握し、
教育委員会が学校との話し合いに役立てることができ、
合理的配慮のための貴重な情報源となることが
確認できている。



さらに、退院等に伴う復学の際には、学校側では

これまでにも、引き継ぎ事項シート等を作成して

前籍校との情報共有ツールとして運用している

実績がある。

これら既存の学校側の情報共有ツールと

「情報共有シート（就学）」の協働運用について

検討する必要がある。



また、障害者基本計画（第5次計画 Ｒ5年度～Ｒ9年度）
において、教育環境の整備の項目に、『病気の状態により
学校に通うことが困難な病気療養児の支援の充実に向け、
ICTを活用した学習機会の確保を促す等、環境の整備を
促す。』と記されている。

がん対策推進基本計画（第4期 Ｒ5年度～Ｒ9年度）
においては、小児・AYA世代のライフステージに応じた
療養環境への支援として、『療養中に教育を必要とする
患者が適切な教育を受けることのできる環境の整備、
就学・復学支援等の体制整備を行う。また、ICTを
活用した遠隔教育について、課題等を明らかにするため、
実態把握を行う。』との記述がなされている。



このように小慢児童等の教育支援において、

ICT活用は有効かつ不可欠であることから、

自立支援のためのICT活用、特に遠隔教育の推進と

自立支援事業との連携を今後進めて行く必要がある。



方 法
分担班（就学・学習）会議を開催し、

小児慢性特定疾病児童等の就学や教育支援、

ICT活用の現状に関する知見を収集するとともに、

地域における実態調査、「情報共有シート（就学）」の

改善に向けた検討を行う。

また、小慢児童等の学習支援における遠隔教育の推進と

自立支援事業との連携のための今後の進め方について

検討する。



小・中学校等における病気療養児に対するICT 等を活用した学習活動を
行った場合の指導要録上の出欠の取扱い等について(通知)

４文科初第２５６5号 令和５年３月３０日

病気療養児に対する教育の一層の充実を図るため、小・中学校等において
同時双方向型授業配信を行った場合、校長は、 指導要録上出席扱いとする
ことができることとしている。

病気療養児については、その時々の病状や治療の状況によりリアルタイ ムで
授業を受けることが困難な場合があり、同時双方向型授業配信のみで教育
機会を十分に保障できない可能性がある。

このような児童生徒に対して、「第２ 指導 要録上の取扱い等」及び
「第３ 留意事項」に記載の事項等を踏まえた上で、病院や自宅等において
ICT 等を活用した学習活動を行った場合、校長は、指導要録上出席扱い
とすること及びその成果を評価に反映することができることとする。

https://www.mext.go.jp/content/20230330-mxt_tokubetu02-100002896_2rr.pdf



一方、病気療養児については、同時双方向型授業配信のみでは、
時々の病状や治療の状況により教育機会の保障として十分でない可能性が
あります。

そこで、この度、事前に収録された授業を、学校から離れた空間で、
インターネット等のメディアを利用して配信を行うことにより、児童生徒が
視聴したい時間に受講することが可能な授業配信の方式（以下「オンデマンド
型授業配信」という。）を含む、ICT 等を活用した学習活動を行った際の
指導要録上の出欠の取扱い等については、下記によることとしましたので、
適切に対応されるようお願いします。

なお、ICT 等を活用した学習活動とは、ICT（コンピューターやインターネット、
遠隔教育システムなど）や郵送、FAX などを活用して提供される学習活動の
ことを指します。



病気療養児については、その時々の病状や治療の状況によりリアルタイムで

授業を受けることが困難な場合があり、同時双方向型授業配信のみでは

教育機会を十分に保障できない可能性がある。このような児童生徒に対して、

「第２ 指導要録上の取扱い等」及び「第３ 留意事項」に記載の事項等を

踏まえた上で、病院や自宅等において ICT 等を活用した学習活動を

行った場合、校長は、指導要録上出席扱いとすること

及びその成果を評価に反映することができることとする。



高等学校等の病気療養中等の生徒に対するオンデマンド型の授業
に関する改正について(通知)

４文科初第２５６3号 令和５年３月３０日

令和３年度より実施している高等学校段階における同時双方向型の授業
に関する調査研究等において、病気療養中等の生徒については、
本人の病状に加え、治療の状況によって学習時間が前後することもあり、
同時双方向型の授業に出席したくてもできない場合があることが
明らかになっている。

前述のとおり、現行制度においては、病気療養中等の生徒は、
施行規則第88条の３に基づき、同時双方向型の授業を受けることができるが、
オンデマンド型の授業を受けることは特例校でのみ認められている状況である。

本改正は、こうした背景を踏まえ、病気療養中等の生徒について、
特例校制度に拠らずともオンデマンド型の授業を実施できるようにするものである。

https://www.mext.go.jp/content/20230330-mxt_tokubetu02-000008198_3rr.pdf



【改正の内容】
施行規則 88 条の３のメディアを利用して行う授業について規定している
平成 27 年文部科学省告示第 92 号（以下「告示」という。）を改正し、
病気療養中等の生徒 に対して行う授業については、同時双方向型であることを
要しないこととし、オンデマンド型の授業で実施することを可能とすることとする。
具体的には、告示に第２項を新設し、病気療養中等の生徒に対して行う
授業については、高等学校等が認めた場合には、第１項の規定にかかわらず、
同時かつ双方向であることを要しない旨規定する。

学校教育法施行規則第88条の3

2 前項の規定にかかわらず、疾病による療養のため又は障害のため、

相当の期間高等学校を欠席すると認められる生徒に対して行う

授業については、当該高等学校が認めた場合には、同時かつ双方向に

行われることを要しない。



就学・転学の相談における

「病気の子どもの情報共有シート」の活用





情 報 共 有 シ ー ト

小慢自立支援員が、

小慢の子どもの実態、本人・保護者のニーズを学校教育の視点から把握し、

教育委員会や学校との話し合いに役立てることを目的として作成

◉病気の子どもの情報共有シート（小学生用）

◉病気の子どもの情報共有シート（中学生用）◉病気の子どもの情報共有シート（高校生用）

◉病気の子どもの情報共有シート（小学校復学・転入用）



病気の子どもの情報共有シート









結 果

小慢児童等の就学や教育支援に関する地域における自立支援員の

ニーズ、本人・保護者のニーズに関する調査を行う必要があり、

令和7年度に実態調査を行うこととする。

「情報共有シート（就学）」において、実態の把握だけでなく、

中学生、高校生が自分の意思を伝えることができる様式も取り入れる

必要があり、復学の際に、教員や友達に伝えて（言って）いいこと、

伝えて（言って）ほしいこと、伝えない（言わないで）でほしいこと

を明確にするためのチェックボックスシートを追記することとした。



復学支援会議等の引き継ぎにおける「引き継ぎ事項」、

「留意事項」等を次の3つの観点から今後分析を進める。

①全ての児童生徒に共通している事項

②学校種（小学校・中学校・高等学校）ごとに共通している事項

③疾患ごとに共通している事項

各学校で使用している引き継ぎ事項シートの収集と分析

例）昭和大学病院さいかち学級の「さいかち引き継ぎ事項」



病院や自宅で病気療養する児童等の教育支援として

ICT活用による遠隔教育は極めて有効であり、

今後、全国で行われているICT活用による

遠隔教育の実態調査を行い、

自立支援事業との連携のあり方について検討を行う。







https://oici.jp/ocr/common/images/pdf/manabi_20210924_001.pdf









考 察
「情報共有シート（就学）」によって、本人・保護者のニーズと

実態を把握し、教育関係者とのよりよい連携のあり方を検討する中で、

就学や教育支援に関する取り組みを小慢児童等自立支援事業として

進めて行く際に、小児慢性特定疾病ではない疾患の子どもを

対象とすることが難しい場合があることが明らかとなった。

つまり、罹患している子どもの疾患が、小児慢性特定疾病ではない場

合、行政判断で小慢自立支援員が関わることができない場合があり、

今後の疾患のある子ども支援の在り方について、一層の検討が

必要である。



● 今後、小児慢性特定疾病に該当しない児童等も含めた

就学や教育支援を進めていくための施策を検討する

必要がある。

● さらに、遠隔教育を推進していく際に、

病気療養する児童等と不登校状態にある児童等への

対応について、今後慎重に検討する必要がある。



○ 全国の小児慢性特定疾病児童等自立支援員の方に、

「情報共有シート」の存在を知っていただき、

相談時に活用していただけるよう啓発していきたい。

○ 全国の特別支援学校（病弱）、小学校・中学校・高等学校等の

特別支援教育コーディネーターや、病弱教育担当教員、

都道府県教委、市町村教委の病弱教育担当者に、

小児慢性特定疾病児童等自立支援員の役割を知っていただくための

リーフレット等の作成について検討したい。

今後の取組について


